
総合計画を推進するための行財政改革の実施
（単位：千円）

分類 事　業　名 各 部 局 の 要 求 査　　　定　　　後 査 定 の 考 え 方 部 局 名
事業費 概　　　　　要 事業費 概　　　　　要

 行政評価推進事業 20,560 ○効率的で県民の視点に立った成果重視の行政 18,136 ○要求概要のとおり ○事業費の精査 政策企画局
　の実現と説明責任を果たすため、評価システ 　・評価結果を活用していく具体的手法の早期確 ［政策企画監室］
　ムを拡充 　　立が必要
　・事務事業評価の実施、公表（Ｈ１５～）
　・公の施設評価の実施、公表（Ｈ１６～）
　・政策・施策評価の実施、公表（Ｈ１６～）
○行政評価の浸透、活用を図るための研修開催
　と行政評価支援システムの改良

 政策に関する情報提 185,499 ○県民の行政参画の推進、県民への情報提供機 185,499 ○要求概要のとおり ○要求どおり 政策企画局
 供事業 　能を強化するため、県政の情報をわかりやす ［広聴広報課］

　くタイムリーに発信
　・テレビ、新聞、ラジオ、インターネット等
　　による広報実施
　・県が行うパブリックコメントに関する新聞
　　広報の充実

 新人事評価制度構築 16,682 ○新人事評価制度の制度設計、評価者訓練 10,000 ○要求概要のとおり ○事業費の精査 総　務　部
 費 【事業内容】 　②の試行対象者を管理職に限定 ［人　事　課］

　①職員説明会、職務調査、制度設計
　②人事評価制度試行
　　・目標設定訓練
　　・評価者基礎訓練

 自治研修所研修事業 105,458 ○地方分権時代に入り、自己決定・自己責任の 105,458 ○要求概要のとおり ○要求どおり 総　務　部
　下で、創造的で主体的な政策づくりができる ［人　事　課］
　職員の能力を開発
【事業内容】
　①階層別研修
　　・各階層別に実施する研修
　②特別研修
　　・政策形成、法制執務能力など戦略的、
　　　応用型研修の実施

 職員派遣研修事業 6,700 ○先進的な行政知識や手法の習得 6,700 ○要求概要のとおり ○要求どおり 総　務　部
【事業内容】 ［人　事　課］
　①自治大学校等派遣
　②大学院派遣

 浜田合同庁舎整備事 1,447,367 ○老朽化・狭隘化した浜田合同庁舎を現地建て 1,417,412 ○要求概要のとおり ○関連工事費(電話交換設備移設等)、備品 総　務　部
 業 　替えし、県西部の防災拠点としての機能等を 　・執行において一層の経費削減を継続実施 　費の精査 ［管　財　課］

　拡充

 住んで幸せしまねづ 420,000 ○人口の定住を促進するために、「協働の地域 420,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 地域振興部
 くり事業 　づくり」を積極的に展開する市町村、一部事 ［地域政策課］

　務組合等の単独事業に対し助成
【事業内容】
　①市町村事業
　②広域事業
　③合併支援のための地域ｺﾐｭﾆﾃｨ助成事業

 地域プロジェクト推 50,000 ○地域の抱える慢性的な課題の解決のため、地 50,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 地域振興部
 進事業 　方機関と地域が連携し、先導的・オンリーワ ［地域政策課］

　ン的な事業を実施
【事業内容】
　・事業期間　：最大３ヶ年
　・事業限度額：５００万円～２，０００万円

新規  合併市町村支援交付 14,500,000 ○合併特例法の適用を受けて合併した市町村に 12,000,000 ○要求概要のとおり ○単独町制が見込まれる団体及びＨ１６ 地域振興部
 金 　対し、市町村建設計画に定められた事業の実 　に合併しないことが見込まれる団体を ［市町村課］

　施等を支援 　除く４８市町村分を計上
【交付額】 【交付額】
　・２．５億円×５８市町村分 　・２．５億円×４８市町村分

 市町村合併支援資金 5,337,800 ○合併に取り組む市町村が、電算事務の統合等 4,510,500 ○要求概要のとおり ○合併推進債充当を前提に貸付規模精査 地域振興部
　 市町村振興資金 　の合併までに完了する必要のある事業を実施 ［市町村課］
　 特別会計 　する場合に無利子資金を貸付

【対象市町村】
　法定合併協議会設置市町村
【対象事業】
　電算システムの統合等
　（合併特例事業債の対象とならないもの）

 企業会計化準備経費 5,602 ○流域下水道特別会計の企業会計化へ向けた検 5,602 ○要求概要のとおり ○要求どおり 土　木　部
　討及び移行準備 ［下水道推進課］
【スケジュール】
　Ｈ１６　固定資産整理、電算システム変更
　Ｈ１７　企業会計化へ移行（予定）
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